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1. 2024年3月期第3四半期の連結業績（2023年4月1日～2023年12月31日）

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2024年3月期第3四半期 88,041 ― 6,081 ― 6,695 ― 4,635 ―

2023年3月期第3四半期 ― ― ― ― ― ― ― ―

（注）包括利益 2024年3月期第3四半期　　5,406百万円 （―％） 2023年3月期第3四半期　　―百万円 （―％）

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後

1株当たり四半期純利益
円 銭 円 銭

2024年3月期第3四半期 123.99 ―

2023年3月期第3四半期 ― ―

(注) 当社は、2023年4月3日に単独株式移転により設立されたため、前年同四半期実績はありません。

(2) 連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率
百万円 百万円 ％

2024年3月期第3四半期 89,135 68,615 75.9

2023年3月期 ― ― ―

（参考）自己資本 2024年3月期第3四半期 67,626百万円 2023年3月期 ―百万円

(注) 当社は、2023年4月3日に単独株式移転により設立されたため、前期実績はありません。

2. 配当の状況

年間配当金

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2023年3月期 ― ― ― ― ―

2024年3月期 ― 27.00 ―

2024年3月期（予想） 27.00 54.00

(注)１ 直近に公表されている配当予想からの修正の有無： 無

　　 ２ 当社は、2023年4月3日に単独株式移転により設立されたため、前期実績はありません。

3. 2024年3月期の連結業績予想（2023年4月1日～2024年3月31日）

（％表示は、対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
1株当たり

当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 118,600 ― 8,600 ― 9,100 ― 6,000 ― 160.50

(注)１ 直近に公表されている業績予想からの修正の有無： 無

　　 ２ 当社は、2023年4月3日に単独株式移転により設立されたため、対前期及び対前年同四半期増減率はありません。



※ 注記事項

(1) 当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 有

(連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動)　新規1社(社名) Hawaiiana Holdings Incorporated

(2) 四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無

(3) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

(4) 発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 2024年3月期3Q 41,180,306 株 2023年3月期 ― 株

② 期末自己株式数 2024年3月期3Q 3,797,286 株 2023年3月期 ― 株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 2024年3月期3Q 37,383,056 株 2023年3月期3Q ― 株

(注) 当社は、2023年4月3日に単独株式移転により設立されたため、前期実績及び前年同四半期実績はありません。

※ 四半期決算短信は公認会計士又は監査法人の四半期レビューの対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

(将来に関する記述等についてのご注意)

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際の
業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、四半期決
算短信(添付資料)3ページ「1.当四半期決算に関する定性的情報(3)連結業績予想などの将来予測情報に関する説明」をご覧ください。

(前期実績及び前年同四半期実績について)

当社は、2023年4月3日に日本管財株式会社の単独株式移転により設立され、当連結会計年度が第1期となるため、前期実績及び前年同四半期実績はありま
せん。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

当社は、2023年４月３日に日本管財株式会社の単独株式移転により設立されました。連結の範囲につきましては、

それまでの日本管財株式会社の連結の範囲と実質的な変更はありません。

また、当第３四半期連結累計期間の四半期連結財務諸表は、単独株式移転により完全子会社となった日本管財株式

会社の四半期連結財務諸表を引き継いで作成しております。

（１）経営成績に関する説明

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症による行動制限の撤廃により、正

常化の動きが見られましたが、ウクライナ情勢の長期化による原材料価格の高騰や為替変動リスクの影響により、

引き続き経済活動の停滞が懸念され、先行きは依然として不透明な状況が続いております。

不動産関連サービス業界におきましても、テレワークやサテライトオフィスなど様々な勤務形態が定着し始めた

ことにより、都市部のオフィスや商業ビルの空室率は、依然として高止まりしており、また原材料価格の高騰や人

件費の上昇による取引先企業のコスト削減意識の高まりもあり、今後も厳しい経営環境が継続すると予想されま

す。

このような事業環境のもと、当社グループにおきましては、顧客ニーズに応えた良質なサービスを継続的に提供

するため、先進的な技術と対応力で「最適な建物管理」を追求し続け、建物の資産価値の向上に努めております。

また、主力のビル管理業務の一層の強化・向上を図るとともに、ＰＦＩ事業や公共施設マネジメント事業などの

周辺分野にも積極的な展開を図っております。

当第３四半期連結累計期間につきましては、新規管理案件の受託や契約更改が順調に推移したことにより、売上

高は880億41百万円、営業利益は60億81百万円、経常利益は66億95百万円、親会社株主に帰属する四半期純利益は46

億35百万円となりました。

セグメントごとの経営成績は次のとおりであります。

なお、セグメント利益は四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

(建物管理運営事業)

主たる業務であるビル管理業務及び保安警備の建物管理運営事業につきましては、新規管理案件の受託や契約

更改が順調に推移したことにより、当第３四半期連結累計期間の売上高は575億98百万円、セグメント利益は53億

76百万円となりました。

(住宅管理運営事業)

マンション及び公営住宅の管理を主体とする住宅管理運営事業につきましては、既存管理案件の契約更改が堅

調であったことに加え、工事関連業務の受注も好調であったことにより、当第３四半期連結累計期間の売上高は

146億28百万円、セグメント利益は9億11百万円となりました。

(環境施設管理事業)

上下水道処理施設等の生活環境全般にかかる公共施設管理を主体とする環境施設管理事業につきましては、既

存管理案件の契約更改が堅調であったことに加え、工事関連業務の受注も好調であったことにより、当第３四半

期連結累計期間の売上高は106億14百万円、セグメント利益は15億11百万円となりました。

(不動産ファンドマネジメント事業)

不動産ファンドの組成・資産運用を行うアセットマネジメント及び匿名組合への出資を主体とする不動産ファ

ンドマネジメント事業につきましては、運用資産の売却や施設管理運営業務が順調に推移したことにより、当第

３四半期連結累計期間の売上高は31億86百万円、セグメント利益は4億43百万円となりました。

(その他の事業)

イベントの企画・運営、デザイン制作、給与計算業務を主体としたその他の事業は、イベント関連業務の受託

が順調に推移したことにより、当第３四半期連結累計期間の売上高は22億46百万円、セグメント利益は4億25百万

円となりました。
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（２）財政状態に関する説明

当第３四半期連結会計期間末の資産は891億35百万円となりました。その主な内訳は、現金及び預金287億33百万

円など流動資産が513億90百万円、投資有価証券197億23百万円など固定資産が377億45百万円であります。

負債は205億19百万円となりました。その主な内訳は、支払手形及び買掛金50億10百万円など流動負債が150億67

百万円、長期預り保証金21億2百万円など固定負債が54億51百万円であります。

純資産は686億15百万円となりました。その主な内訳は、利益剰余金613億37百万円など株主資本が653億48百万

円、その他有価証券評価差額金23億24百万円などその他の包括利益累計額が22億78百万円、非支配株主持分が9億89

百万円であります。自己資本比率は75.9％となりました。

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

今後の見通しにつきましては、当社グループを取り巻く環境は、引き続き予断を許さない状況で推移することが

予想されます。

業績予想に関しましては、概ね2023年５月９日に公表いたしました業績予想のとおり推移しており、通期の業績

予想に変更はありません。
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２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表

(単位：百万円)

当第３四半期連結会計期間
(2023年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 28,733

受取手形、売掛金及び契約資産 16,889

事業目的匿名組合出資金 54

販売用不動産 1,408

貯蔵品 288

未収還付法人税等 458

その他 3,563

貸倒引当金 △6

流動資産合計 51,390

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 3,864

機械装置及び運搬具（純額） 51

工具、器具及び備品（純額） 638

土地 1,211

リース資産（純額） 842

有形固定資産合計 6,609

無形固定資産

ソフトウエア 335

リース資産 6

のれん 3,428

電話加入権 48

ソフトウエア仮勘定 186

無形固定資産合計 4,005

投資その他の資産

投資有価証券 19,723

長期貸付金 874

繰延税金資産 175

長期前払費用 21

退職給付に係る資産 881

敷金及び保証金 3,387

会員権 333

その他 1,805

貸倒引当金 △71

投資その他の資産合計 27,130

固定資産合計 37,745

資産合計 89,135
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(単位：百万円)

当第３四半期連結会計期間
(2023年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 5,010

1年内返済予定の長期借入金 93

1年内返済予定の長期ノンリコースローン 675

リース債務 224

未払費用 3,742

未払法人税等 292

未払消費税等 1,188

契約負債 1,955

預り金 941

賞与引当金 83

資産除去債務 18

その他 840

流動負債合計 15,067

固定負債

長期ノンリコースローン 287

リース債務 659

繰延税金負債 1,156

役員退職慰労引当金 2

退職給付に係る負債 193

長期預り保証金 2,102

資産除去債務 436

持分法適用に伴う負債 12

その他 600

固定負債合計 5,451

負債合計 20,519

純資産の部

株主資本

資本金 3,000

資本剰余金 11,339

利益剰余金 61,337

自己株式 △10,328

株主資本合計 65,348

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 2,324

為替換算調整勘定 157

退職給付に係る調整累計額 △203

その他の包括利益累計額合計 2,278

非支配株主持分 989

純資産合計 68,615

負債純資産合計 89,135
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

四半期連結損益計算書

第３四半期連結累計期間

(単位：百万円)
当第３四半期連結累計期間

(自 2023年４月１日
　至 2023年12月31日)

売上高 88,041

売上原価 68,710

売上総利益 19,330

販売費及び一般管理費

販売費 523

人件費 7,771

賞与引当金繰入額 50

役員退職慰労引当金繰入額 2

退職給付費用 232

旅費交通費及び通信費 873

消耗品費 439

賃借料 1,018

保険料 269

減価償却費 387

租税公課 151

事業税 276

貸倒引当金繰入額 16

のれん償却額 162

その他 1,072

販売費及び一般管理費合計 13,248

営業利益 6,081

営業外収益

受取利息及び配当金 205

受取賃貸料 35

持分法による投資利益 249

為替差益 187

その他 87

営業外収益合計 765

営業外費用

支払利息 31

賃貸費用 38

固定資産除売却損 32

会員権評価損 23

その他 26

営業外費用合計 152

経常利益 6,695

特別利益

投資有価証券売却益 176

段階取得に係る差益 91

特別利益合計 267

税金等調整前四半期純利益 6,963

法人税、住民税及び事業税 1,817

法人税等調整額 426

法人税等合計 2,244

四半期純利益 4,718

非支配株主に帰属する四半期純利益 83

親会社株主に帰属する四半期純利益 4,635
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四半期連結包括利益計算書

第３四半期連結累計期間

(単位：百万円)
当第３四半期連結累計期間

(自 2023年４月１日
　至 2023年12月31日)

四半期純利益 4,718

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 305

為替換算調整勘定 177

退職給付に係る調整額 62

持分法適用会社に対する持分相当額 143

その他の包括利益合計 688

四半期包括利益 5,406

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 5,304

非支配株主に係る四半期包括利益 101
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。

（セグメント情報等）

当第３四半期連結累計期間(自 2023年４月１日 至 2023年12月31日)

　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

報告セグメント

調整額

(百万円)

(注)１

四半期連結

損益計算書

計上額

(百万円)

(注)２

建物管理

運営事業

(百万円)

住宅管理

運営事業

(百万円)

環境施設

管理事業

(百万円)

不動産ファン

ドマネジメン

ト事業

(百万円)

その他の

事業

(百万円)

計

(百万円)

売上高

外部顧客への

売上高
57,598 14,628 10,614 3,186 2,012 88,041 ― 88,041

セグメント間の

内部売上高又は

振替高

― ― ― ― 233 233 △233 ―

計 57,598 14,628 10,614 3,186 2,246 88,275 △233 88,041

セグメント利益 5,376 911 1,511 443 425 8,669 △2,587 6,081

(注) １ セグメント利益の調整額△2,587百万円は、セグメント間取引消去及び各報告セグメントに帰属しない一般

管理費であります。

２ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　




